














約権無償割当てを規定する（会社法 277 条 -279 条）。新株予約権は、平


































































1 項 4 号）。すなわち割当日が当該新株予約権の効力発生日であり、割
当日に新株予約権の発行があったということができる（7）。募集新株予約
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権の場合は、申込者または募集新株予約権の総数の引き受けを行った者
が、割当日に新株予約権者となる（同 245 条 1 項）。有償・無償を問わ
ない（同 238 条 1 項 2 号 3 号）。有償の場合でも、払込みがあったか否
かにかかわらず、募集新株予約権者は割当日において新株予約権者にな
る（8）。ただし払込みがないときは、権利行使はできない（同 246 条 3 項）。
なお株主割当ての場合には、会社は、株主に対して割当てを受ける権利
を与え、株主は希望する数の募集新株予約権の引受けの申込みの意思表
示をし（同 241 条 1 項・242 条 2 項 3 項）、割当日に会社が割り当てた
募集新株予約権の新株予約権者となる（同 245 条 1 項 1 号）。新株予約
権無償割当ての場合は、当該新株予約権の効力が生ずる日（同 278 条 1








仮処分命令の申立てをするのが適当である（民保法 23 条 2 項）。
　それでは新株予約権の発行に瑕疵があるとき、不利益を被る株主は、
どのような救済措置をとることが可能であろうか。新株予約権者は、新




















利として仮処分を申し立てることができる（民保法 23 条 2 項）。事後的
に新株予約権発行無効の訴え（会社法 828 条 1 項 4 号）や新株予約権発
















































109 条 1 項）に反するのではないかということである。同 278 条 2 項は、
株主に割り当てる新株予約権の内容および数またはその算定方法その他










ことはできない。」とする疑問に対して、「…法 278 条 2 項は、…株主に
割り当てる新株予約権の内容が同一であることを前提としているものと












238 条 3 項・240 条 1 項）。したがってこれを欠く新株予約権の発行は法
令違反になり、当該新株予約権の発行を差し止めることができる（同
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い（会社法 911 条 3 項・915 条 1 項 3 項 1 号）。
　このように考えると、会社法 210 条の適用による差止めに対する疑問
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